
【お問い合わせ】　建設部　都市整備課　建築係　☎945-4496

【申請先・お問い合わせ】　福祉部　福祉保険課　後期高齢者医療係　☎911-9163

【お問い合わせ】　福祉部　福祉保険課　国民健康保険係　☎911-9163

国民健康保険

限度額適用認定証の更新時期です限度額適用認定証の更新時期です住民税非課税世帯のみなさまへ住民税非課税世帯のみなさまへ
更新手続きは、８月１日から！

後期高齢者医療

　現在お持ちの「限度額適用認定証」、「限度額適用・標準負担減額認定証」の有
効期限は、平成29年７月31日です。８月以降も引き続き認定証が必要な方は、
更新手続きをお願いします。

後期高齢者医療の被保険者で住民税非課税世帯の方が
療養（入院・外来）を受ける場合には、減額認定証を被保
険者証に添えて医療機関の窓口で提示することにより
一部負担金限度額の適用及び入院時の食事代等が減額
されます。

■申請手続きが必要となる方
今までに減額認定証の申請を行ったことがなく、初めて申請
される方。申請した月の初日から適用となります。

■長期入院該当になる方は再度申請手続きが必要とな
　ります。
　＊適用区分欄に「区分Ⅱ」と表記されている方
平成28年８月から平成29年７月の減額認定証（区分Ⅱ）に該
当する期間のうち、入院日数が91日以上ある方は、申請する
ことによりさらに食事代が減額されます。医療機関が発行し
た直近３ヶ月分の領収書など入院日数が確認できるものが必
要です。

■申請手続きが不要の方
今までに減額認定証の申請を行ったことがあり、減額認定証を交付された方。
被保険者証に同封して減額認定証を郵送します。

■世帯構成員に未申告がいる方
世帯員に平成29年度所得の未申告の方がいる場合は、定期判定ができませんので申告してください。

■減額認定証に該当しない方
平成29年７月31日有効期限の減額認定証をお持ちの方であっても、平成29年度住民税課税世帯に属する方
は該当しません。

町内に存する建築後1年を経過しており、補助対象者が居住する住宅とします。

工事後の申請は受け付けません。工事着手前に必ず申請してください。
予算額（400万円）に達し次第終了となります。ご了承ください。

２月末日までに実績報告ができるもの。

経費の20％に相当する額（その額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた
額）ただし、当該補助金の額が20万円を超える場合は、20万円を限度とします。

①バリアフリー改修工事（手すり、スロープ、床上、浴室、便所、段差等）
②省エネ改修工事(屋根・外壁断熱塗装等)
③県産材赤瓦を利用した改修工事
※補助対象工事に関係がない工事については、補助の対象外となります。

◆世帯構成員に平成29年度所得の未申告者がいる場合は、区分判定ができません。申告が必要と
なります。

対象者 持ってくるもの
・70歳未満の方
・70歳以上75歳未満で住民税非課税世帯の方
 （※70歳以上で課税世帯の方は必要ありません）

①対象者の国民健康保険証
②窓口に来る方の印鑑（シャチハタ不可）
③世帯主と対象者のマイナンバーカード（顔写真入り）または、
　世帯主と対象者のマイナンバー通知カード（コピー可）
④窓口に来る方の顔写真付き本人確認書（免許証等）

～ 西原町緊急経済対策住宅リフォーム支援事業 ～

１ 補助対象住宅

2 補助対象工事

3 対象期間

4 補助金の額

限度額適用・標準負担額減額
認定証（減額認定証）について
限度額適用・標準負担額減額
認定証（減額認定証）について
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